
ラオスにおける司法職務（法曹）の養成と促進活動について 1

ラオス人民民主共和国
司法省国立司法研修所副所長

ペッサマイ・サイモンクン

　まず、尊敬する内藤部長をはじめとするＩＣＤ関係者、日本側の先生、ＪＩＣＡ関係
者、ラオスにいらっしゃる皆様、本日はよろしくお願いします。
　まず、自己紹介をさせていただきます。私はペッサマイ・サイモンクンと申します。ラ
オス司法省国立司法研修所の副所長を務めています。現在は日本の慶應義塾大学の方で修
士の勉強をしています。
　本日は、ラオスの司法職務である裁判官、検察官、弁護士のカリキュラムについて発表
し、皆さんと意見交換できることを光栄に思います。
　では、早速発表に入りたいと思います。
　発表中に疑問や意見がございましたら適宜に言っていただければと思います。発表後の
意見交換の時間に意見交換をすることもできるのでどうぞよろしくお願いいたします。

　本日私が発表するテーマはラオスの司法職務における養成制度についてです。まず内容
に入る前に写真だけ紹介します。これはラオスの国立司法研修所の建物です。

1　本稿は、ラオスから慶應義塾大学大学院法務研究科に留学中の留学生２名をインターンとして当部で受け入れた際、
同留学生から発表された内容を記事にしたものである。インターンの内容についてはＩＣＤ ＮＥＷＳ９１号７８頁参照。
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　本日発表するテーマは二つあります。一つ目はラオスにおける司法職務の養成につい
て、二つ目がラオスの司法職務養成における課題です。
　今、写真に載っているのは国立司法研修所の図書館です。学生が勉強する模様が写って
います。

　まず、大きなテーマの一つ目として司法職務の養成制度についてです。その中に四つの
項目があります。一つ目がこれまでの国立司法研修所の歴史、二つ目が司法職務の養成の
根拠、三つ目はカリキュラムの比較、改正、四つ目はカリキュラム改正のプロセスについ
てです。
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　なお、今映っている写真は学生が勉強する建物です。ごく一部ではありますが。

　それでは国立司法研修所のこれまでの成り立ちや経緯について紹介したいと思います。
　司法省の職務についての研修は、１９９７年から開始しております。司法省が法律に関
する研修を実施することを定める首相令が１９９７年に出されました。
　それを受けて、司法省の大臣が大臣令４７０号を１９９７年１２月１８日に発布し、研
修の母体となる、「裁判官及び司法執務研修センター」を設立しました。そのセンターに
おいて裁判官や検察官及び司法職員への教育がなされていました。
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　２００３年には研修を行うセンターの名称が、「裁判官及び司法執務研修センター」か
ら、「法律及び司法執務研修センター」に改名されました。その理由は、司法省が、地方
の裁判所を管理する権限を最高裁に渡したためです。
　また、２００５年には、当時の首相令を受けて司法省の大臣が再度、研修センターの位
置づけを変え、改めて名称が変更となり、「法律及び司法執務研修所」に改名されました。
　２００５年当時の「法律及び司法執務研修所」の役割として、司法省の職員に対する法
律分野の研修や司法執務に対する研修を行っていました。
　このような研修と並行して、２００４年に法科大学が設立されました。これは司法省の
大臣令に基づいて設立されたもので、教育スポーツ省からの許可も得ました。
　そして２００８年に、さきほどの法科大学は正式に法律専門学校（ローカレッジ）とな
りました。

　当時の法律専門学校は、北部、中部そして南部にそれぞれ設置されており、専門学校、
高等専門学校、学士レベルの教育を行っていました。この法律専門学校を管轄する権限を
もっているのは法律及び司法執務研修所でした。なお、当時の北部というのはルアンパ
バーン、中部というのはヴィエンチャン首都、南部はサワンナケートでした。
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　当初は、北部、中部、南部の学校は別々の機関でしたが、２０１３年に、カリキュラム
や教育の統一性を作るために司法省が３つの法律専門学校を統合させました。このとき、
ヴィエンチャン首都が本部とされ、北部のルアンパバーン、南部のサワンナケートはそれ
ぞれ支部とされました。

　そして、第１０回共産党大会の決議、２０２５年までの政府の戦略、そして法の支配を
実現するためのマスタープランを実現するために、２０１５年に、法律専門学校と「法律
及び司法執務研修所」が合体して国立司法研修所が設立されました。
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　２０１６年には司法省が法律や司法職員の教育を担当するという首相令ができました。
　当時はスライドでご覧の通り、司法省には官房や各局があり、１１の局及びそれと同格
の部局がありました。

　その後、大臣令に基づいて、司法研修所の位置づけ及び活動が見直されました。それが
９９０号、２０２０年９月１日の省令です。
　その９９０号の省令において、国立司法研修所の組織・役割については以下の通り定め
られました。
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　まず、本部である国立司法研修所が、北部・中部・南部の支部を管轄することが定めら
れました。支部については、ルアンパバーンが北部、サワンナケートが中部の支部とな
り、南部にチャンパーサックが新たに加えられました。ヴィエンチャン首都は本部になり
ます。
　国立司法研修所で実施される教育としては、①専門学校や高等専門学校、学士の法律家
を養成・教育すること、②裁判官、検察官、弁護士となる司法職務になる人の養成、③司
法省の職員向けの法律に関する養成・研修の３つです。
　そして、国際機関や外国と協力して法学を一緒に研究するという役割も定められまし
た。

　これからは、司法職務のカリキュラム作成の根拠を説明します。
　２０１４年には、党の第９回の会議の決議として、法の支配の国家として今後実現する
プラン、そして裁判所、検察院の機関同士の会議の決議に基づき、当時法律及び司法職務
の研修所が司法省の決議に基づいて、司法職務の養成カリキュラムを初めて作りました。
　司法機関である裁判所、検察院及び司法省の間で会議を行って決議が出されたのは
２０１２年の１２月１５日でした。
　まず、その３つの機関が話し合った内容を紹介します。
　一つ目は、将来、裁判官、検察官、弁護士になる人に統一的な教育を行い、その管轄は
司法省に任せるということです。
　二つ目は、その対象者、入学の対象者としては、まず大学卒かつ現役の国家公務員でな
い人が前提となり、その人が試験を受けて、試験に合格すれば入学することができます。
　三つ目は、カリキュラムの中ではまず、合同研修を行います。座学のような形ですが合
同研修を行います。その後、個別の職務について個別に勉強する形でした。
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　四つ目は、カリキュラムに関して、３機関（司法省、裁判所、検察院）が一緒に協力し
て作ったものが適用されるということです。
　ただし、五つ目として、継続研修については、例えば裁判所であれば裁判官の継続研修
や書記官の継続研修がありますが、これらの継続研修はそれぞれの機関の職員になってか
ら個別に担当する、裁判官なら裁判所が担当するという形になります。
　六つ目は、卒業者、国立司法研修所のこのカリキュラムで卒業したものは優先的に裁判
所の職員や検察院の職員に採用される可能性があるということです。
　七つ目は、研修の予算に関しまして、司法省の予算で行われるということです。
　その３機関の話し合いの合意の書面ですが、更に、その後にも２回目が改訂されます
が、直近のものとして、２０１８年に３機関の合意、決議が出され、その内容は次の通り
です。
　一つ目は、司法省の大臣が研修を指導する委員会を任命するということです。
　二つ目は、入学（入試）の対象者は、以前は大学の卒業者でしたが、今度は高等専門学
校卒でも対応できるということです。なお、現職の裁判官や弁護士、検察院は除かれま
す。
　三つ目は、カリキュラムについて、個別の職務に関しより具体化して、より技術的なも
のを教えることが決められます。かつ、教育スポーツ省の承認も必要であるということで
す。
　四つ目は、カリキュラムの策定、教官の選定、実務修習や試験（期末試験）の内容な
ど、一般的な教育に関しましては、３機関が一緒に協力して行うとすることです。
　五つ目は、卒業者が優先的に裁判所、検察院、弁護士会及び司法省の職員として採用さ
れる可能性があるということで、司法省の職員にも優先的に選ばれるということです。
　六つ目は、教育の実施予算に関しまして、以前と同様に、司法省の予算と、授業料も徴
収しています。外国の機関からの支援も予算に含めて教育が実施されます。
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　すみません、流れが飛んだりしますが、最初に三者、３機関の合意について説明をしま
した。これから２０１４年に作成されたカリキュラムの話に入ります。２０１４年版のカ
リキュラムの作成に関しては司法機関（裁判所、検察院、弁護士会）が協力して一緒に作
りました。
　２０１４年のカリキュラムを作っている趣旨というのは、まず一つ目は法学の、法律の
知識を更にレベルアップさせるという趣旨です。具体的には、今までだと、大学を卒業し
ていきなり裁判所や検察院に採用され、すぐ仕事になりますが、その前にもっとステップ
アップしてから、各機関に入るという趣旨です。
　二つ目の趣旨は、法曹三者が同じ場所で教育を受けてもらうということです。
　法曹三者が同じところで研修することは、今までの法実務の運用の問題であった、法の
解釈が三者によって別々だった、その運用がうまくいかなかったという実情から考えられ
たものです。三者が別々の理解や別々の解釈をしたことで、判決や結論がバラバラになっ
てしまい社会の司法に対する信頼性が低かったのですが、法曹三者が一つのところで勉強
することにより、法の解釈や実務の運用、お互いの仕事がより理解できるようにするとい
うことを目的としたものです。
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　２０１７年版のカリキュラムの改訂経緯については、一回目のカリキュラムを教えて、
２期教育を行った後、教官や学生からのフィードバックを受けて、２０１７年版の改訂が
行われたというものです。
　その趣旨は、一つ目が、裁判官、検察官、弁護士に将来なる人が法律の知識を高めて同
じ理解や解釈をしてもらうというものです。
　二つ目が将来法曹となる人々がそれぞれの職務についてのスキルを勉強して身に付く、
検察であれば公訴提起や意見陳述などを職員になる前により理解してもらうことです。
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　では、次のカリキュラムの改訂版です。こちらは第二回目の改訂ですが２０１８年に行
われました。
　２０１８年版の二回目の改訂の主な内容としては、まず、法曹（弁護士、裁判官、検察
官）のカリキュラムに関して２０１５年の一期生以来２０１７年までは、卒業生は修了証
書しかもらえませんでした。２０１８年の改訂によってよりランクが上の、卒業証明書の
ようなものが与えられることになりました。これによって、例えば職員として採用される
と給料が以前の卒業生よりは上がるというものです。
　２０１８年の改訂版の中には、法曹三者の職務、司法職務のカリキュラムの他に、判決
執行という司法職務及び公証人の職務のカリキュラムが追加されました。
　１４枚目のスライドの写真ですが、これは一期生と二期生の修了証書の授与式です。

　カリキュラムの改訂に関する比較について説明します。
　比較表も作っておりますが、左から順に古いカリキュラムを載せており、カリキュラム
４が最新のカリキュラムです 2。
　まずその違いについて紹介しますと、名前の違いがあります。２０１４年版では、「司
法職務研修カリキュラム」という名前ですが、２番目のカリキュラムでは、「裁判官、検
察院及び弁護士の司法職務研修カリキュラム」という名前に変わりました。３番目のカリ
キュラムは、「裁判官、検察院及び弁護士の司法職務養成カリキュラム」となりこのとき
は「養成」という言葉を入れました。２番目は「研修」という短期的な言葉を入れていた
ので、３番目で「養成」という言葉を入れました。
　また、１番目のカリキュラムの対象者、入学条件を有する者について、もともと大学卒

2　添付資料１参照。紙面掲載の都合上、提出された表の形式面を若干修正した。
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という定めがあったのですが、実際の一期生の時には、高等専門学校卒の人でも色々な事
情を考慮して採用したようです。その年齢については、入学の年齢が３３歳未満というの
が１番目のカリキュラムで定められていました。
　２番目のカリキュラムでは、名目上も高等専門学校の人でも対象とし、１番目のカリ
キュラムでは年齢が３３歳までだったのが、年齢制限なしになりました。
　３番目のカリキュラムでは、入学対象者が大学卒の人になります。
　２０１４年版の１番目のカリキュラムは一期生と二期生を対象にして実施しました。
　二つ目のカリキュラムは、三期生から六期生までの教育に使っております。
　一期生から六期生までは、修了証書しかもらえなかったですが、七期生からは個別の専
門分野の学位が無償で与えられます。これによって、国家公務員として採用されますと給
料が１ランク上になります。
　３番目のカリキュラムでは、基本では以前のカリキュラムとそれほど変わりませんが、
単位の数を教育省のやり方に合わせ減少させました。すなわち、２番目のカリキュラムで
は、単位数が５６．５ありましたが、３番目のカリキュラムでは２４単位まで減少させま
した。
　２０１４年には６，４，２という割合で教育が実施されます。つまり、座学が６ヶ月、
４ヶ月が実務修習、２ヶ月が期末試験の準備の期間になります。
　２番目のカリキュラムの時には、この割合が改正されまして、座学が５ヶ月、実務修習
が６ヶ月、試験の準備や論文などが１ヶ月になります。これはこの時期、ちょうど、須田
大副部長がラオスのＪＩＣＡの専門家として活動していた頃ですが、ＪＩＣＡプロジェク
トの教育改善グループで検討を行い、教育の役割分担を行った結果、その改訂につながっ
たと思います。要するに大学で勉強するレベルの割合と、司法研修所の勉強する割合の見
直しが検討されてカリキュラムに反映されたというものです。理論と実務の割合の、教育
機関の理論と実務の勉強の役割分担についても教育改善グループが検討した結果を踏まえ
て、この２番目のカリキュラムに適用されました。司法研修所では理論が４割、６割が実
務的な内容になります。
　また、実務修習の期間ですが、１番目のカリキュラムは裁判所での実務修習は２．５ヶ
月、検察院が２ヶ月、弁護士会が１ヶ月ですが、２番目のカリキュラムではそれぞれ２ヶ
月ずつの期間になりました。
　１番目のカリキュラムの中では科目数が３３あります。２番目のカリキュラムでは教育
の役割分担、教育改善が取り決めたことを反映させて、重複した科目を削除することにな
り、２７科目しか残りませんでした。大学との重複する内容に関しましては司法研修所で
は削除したということです。
　３番目のカリキュラムでは、科目数がちょっと少ないように見えますが、実際の中身は
２番目のカリキュラムとそれほど変わらない内容でした。
　３番目のカリキュラムはいわゆる形式面の改訂といってもいいと思います。教育省が
行っている形式に合わせて、ランクを上にするために教育省に合わせた形で科目数も教育
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省に合わせて少なくなったのですが、教える中身はカリキュラム２番とそれほど変わりま
せん。

　カリキュラム改訂のプロセスについてスライドに沿って説明します。
　上の一番左側がまず職員ですね、職員というのはそれぞれ教科を担当する教官や専門職
員が一番上の左側の検討をしまして、その次、上の中央、そのときにはマネージメント委
員会に対して提案します。マネージメント委員会が検討した後、上の右の方にあります、
指導委員会に提出します。指導委員会で承認された後、下の右の方、司法大臣に提案しま
す。司法大臣が承認した後、最後、矢印の最後下の左側である教育省に送り承認を得ると
いうのが最終段階になります。
　作成と改訂は同じプロセスで行われます。
　皆さんが気になると思いますが、上の中央緑色のマネージメント委員会がございまし
て、これは２０１４年からそういう体制が設けられています。マネージメント委員会と指
導委員会がございます。
　まず上の中央のマネージメント委員会は国立司法研修所の所長や裁判所の研修所長、検
察院の研修所長、弁護士会の会長が構成員になります。これがマネージメント委員会で
す。上の右の方、指導委員会というのは、副大臣級の人から構成されます。
　このマネージメント委員会と指導委員会の任命は司法省の大臣が行います。
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　最後のスライドですが、これはラオスの司法職務に関する課題です。
　まず、課題の一つ目は最新のカリキュラムでは教育省が承認した個別の職務の専門的な
カリキュラムとして承認されたので、これは極めて、私たちにとって新しいことです。教
育省に認められたのは国立司法研修所のカリキュラムと保健省の大学の後のコースのみが
認められました。
　しかし、この国立司法研修所のカリキュラムや教育に関して関係機関、一般市民から理
解されていないところがあり、大学を卒業したら裁判所や検察院に直接就職できると理解
する人がたくさん残っています。
　また、入学する学生について、自分が入学したら何を勉強できるか、獲得目標に関し
て、卒業したあとに何を身につけられるかは十分理解できていないところがあります。
　司法職務の人になるために、この場合だと法曹になるためには国立司法研修所の教育を
受けなければならないというような法律や下位の法令が整備されていません。タイや日本
と比べると、ラオスの規定はまだ整備されていないことが分かります。今までの実施は３
機関の決定に基づいて行ってきただけです。
　そして、次の課題ですが、採用の枠、例えば裁判所や検察院の採用枠が十分に確保でき
ていないということです。
　さらに、教材や模擬裁判などの実施方法がまだ確立されておらず試行錯誤でやっている
状況です。
　教材の作成に関する予算がまだ現在では限られているという課題もあります。
　教官や教員の養成についてもまだ十分出来ていない、具体的には、理論を教える先生と
実務を教える先生の、教える内容の整合性がまだ十分に出来ていないということもありま
す。
　課題の最後として、各機関同士での連携がまだ十分に円滑にいっていないということが
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挙げられます。
　最後には、卒業生のデータを紹介します 3。２０１４年から現在の学生までです。
　表に記載したとおりですが、一期生や二期生は入学者も多く卒業生や採用された人も多
いですが、四期生、五期生は採用数が見当たらないのはご存じのとおりです。
　現在ですが、入学志望者、希望する人の数が非常に激減しております。これは私たちの
研修所の課題であると思います。
　ご静聴ありがとうございました。

3　添付資料２参照。
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カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

比
較

表
順
番

内
容

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
１

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
２

1
作
成
・
改
正
時
期

２
０
１
４

２
０
１
６

2
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
名

司
法

職
務

研
修

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

第
３

６
８

号
／

司
法

省
・

２
０

１
４

年
５

月
１

２
日

付
裁

判
官

、
検

察
官

及
び

弁
護

士
の

司
法

職
務

研
修

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

第
０

７
９

号
／

司
法

省
・

２
０

１
７

年
１

月
２

５
日

付

3
使
用
時
期

20
14

-2
01

5（
第

一
期

生
）

20
15

-2
01

6（
第

二
期

生
）

20
16

-2
01

7 
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
改

正
の

た
め

、
学

生
を

募
集

し
な

い
20

17
-2

01
8（

第
三

期
生

）
20

18
-2

01
9（

第
四

期
生

）
20

19
-2

02
0（

第
五

期
生

）
20

20
-2

02
1（

第
六

期
生

）

4
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の

評
価
・
改
正
時
期

１
年

後
に

改
正

２
年

後
に

改
正

5
募
集
人
数

１
学

年
に

１
５

０
名

１
学

年
に

１
５

０
名

6
研
修
・
養
成
を
受
け

る
者
の
入
学
条
件

・
政

治
的

信
念

、
倫

理
観

・
革

命
精

神
の

あ
る

者
；

・
法

学
教

育
の

高
等

専
門

学
校

以
上

の
学

位
を

有
す

る
者

；
・

健
康

者
や

重
大

な
伝

染
病

の
感

染
者

で
な

い
こ

と
；

・
３

３
歳

未
満

で
あ

る
こ

と
、

但
し

、
弁

護
士

に
な

り
た

い
人

を
除

く
。

・
故

意
に

よ
り

有
罪

と
な

っ
た

判
決

を
受

け
た

こ
と

が
な

い
者

；
・

弁
護

士
に

な
り

た
い

外
国

人
の

場
合

は
ラ

オ
ス

語
が

堪
能

な
方

；
・

国
家

公
務

員
と

し
て

採
用

さ
れ

て
い

な
い

者
。

・
政

治
的

信
念

、
倫

理
観

・
革

命
精

神
の

あ
る

者
；

・
法

学
教

育
の

高
等

専
門

学
校

以
上

の
学

位
を

有
す

る
者

；
・

健
康

者
や

重
大

な
伝

染
病

の
感

染
者

で
な

い
こ

と
；

・
故

意
に

よ
り

有
罪

と
な

っ
た

判
決

を
受

け
た

こ
と

が
な

い
者

；
・

弁
護

士
に

な
り

た
い

外
国

人
の

場
合

は
ラ

オ
ス

語
が

堪
能

な
方

；
・

国
家

公
務

員
と

し
て

採
用

さ
れ

て
い

な
い

者
。

7
選
抜
方
法

法
律

・
司

法
職

務
研

修
所

が
定

め
た

基
準

の
選

抜
試

験
を

合
格

し
た

こ
と

。
な

お
、

選
抜

委
員

会
は

以
下

の
機

関
か

ら
構

成
さ

れ
る

：
-
司

法
省

；
-
人

民
検

察
院

；
-
人

民
裁

判
所

；
-
弁

護
士

会

入
試

の
実

施
時

期
-
毎

年
の

８
月

頃
-
試

験
内

容
：

法
律

の
一

般
知

識
、

職
務

に
関

係
す

る
法

律
科

目

最
高

裁
判

所
の

研
修

所
と

最
高

検
察

院
の

研
修

所
と

の
協

力
の

下
で

、
国

立
司

法
研

修
所

の
マ

ネ
ー

ジ
メ

ン
ト

コ
ミ

テ
ィ

ー
が

採
択

し
た

研
修

所
基

準
の

選
抜

試
験

を
合

格
す

る
こ

と
。

※
本

誌
掲

載
用

に
形

式
に

修
正

を
加

え
た
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内
容

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
３

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
４

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
１

作
成
・
改
正
時
期

２
０
１
８

２
０
２
１

２
０
２
１

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
名

裁
判

官
、

検
察

官
及

び
弁

護
士

の
司

法
職

養
成

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

第
１

７
１

１
号

／
司

法
省

・
２

０
１

８
年

１
２

月
３

１
日

付
裁

判
官

、
検

察
官

及
び

弁
護

士
の

司
法

職
養

成
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
第

１
７

１
１

号
／

司
法

省
・

２
０

１
８

年
１

２
月

３
１

日
付

（
教

育
・

ス
ポ

ー
ツ

省
が

第
４

０
９

５
号

／
教

育
省

・
２

０
２

１
年

９
月

８
日

付
に

て
専

門
職

務
の

研
修

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

と
し

て
承

認
し

、
使

用
を

許
可

し
た

。）

１
　

公
証

人
の

司
法

職
務

養
成

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

２
　

執
行

官
の

司
法

職
務

養
成

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

使
用
時
期

20
21

-2
02

2（
第

七
期

生
）

20
21

-2
02

2（
第

一
期

生
）

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の

評
価
・
改
正
時
期

２
年

後
に

改
正

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

上
で

は
２

年
後

に
改

正
と

定
め

て
い

る
が

、
教

育
省

に
従

っ
て

１
年

後
に

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

の
再

評
価

を
行

う
。

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

上
で

は
２

年
後

に
改

正
と

定
め

て
い

る
が

、
教

育
省

に
従

っ
て

１
年

後
に

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

の
再

評
価

を
行

う
。

募
集
人
数

１
学

年
に

１
０

０
名

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

上
で

は
１

学
年

で
は

１
０

０
名

と
定

め
て

い
る

が
、

教
育

省
に

は
６

０
名

に
し

て
い

る
。

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

上
で

は
１

学
年

に
５

０
名

を
定

め
て

い
る

が
、

教
育

省
に

は
３

０
名

に
し

て
い

る
。

研
修
・
養
成
を
受
け

る
者
の
入
学
条
件

・
政

治
的

信
念

、
倫

理
観

・
革

命
精

神
の

あ
る

者
；

・
大

学
の

法
学

士
以

上
の

学
位

を
有

す
る

者
；

・
健

康
者

や
重

大
な

伝
染

病
の

感
染

者
で

な
い

こ
と

；
・

故
意
に
よ
り
有
罪
と
な
っ
た
判
決
を
受
け
た
こ
と
が
な
い
者
；

・
弁

護
士

に
な

り
た

い
外

国
人

の
場

合
は

ラ
オ

ス
語

が
堪

能
な

方
；

・
国

家
公

務
員

と
し

て
採

用
さ

れ
て

い
な

い
者

。

・
政

治
的

信
念

を
持

つ
者

；
・

大
学

の
法

学
士

を
取

得
し

、
試

験
を

合
格

し
た

者
；

・
健

康
者

や
重

大
な

伝
染

病
の

感
染

者
で

な
い

こ
と

；
・

故
意
に
よ
り
有
罪
と
な
っ
た
判
決
を
受
け
た
こ
と
が
な
い
者
；

・
国

家
公

務
員

と
し

て
採

用
さ

れ
て

い
な

い

選
抜
方
法

最
高

裁
判

所
の

研
修

所
と

最
高

検
察

院
の

研
修

所
と

の
協

力
の

下
で

、
国

立
司

法
研

修
所

の
マ

ネ
ー

ジ
メ

ン
ト

コ
ミ

テ
ィ

ー
が

採
択

し
た

研
修

所
基

準
の

選
抜

試
験

を
合

格
す

る
こ

と
。

最
高

裁
判

所
の

研
修

所
と

最
高

検
察

院
の

研
修

所
と

の
協

力
の

下
で

、
国

立
司

法
研

修
所

の
マ

ネ
ー

ジ
メ

ン
ト

コ
ミ

テ
ィ

ー
が

採
択

し
た

研
修

所
基

準
の

選
抜

試
験

を
合

格
す

る
こ

と
。

※
本

誌
掲

載
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に
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修
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を
加

え
た
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順
番

内
容

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
１

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
２

8
授
業
の
実
施

教
授

の
実

施
方

法
に

つ
い

て
授

業
は

フ
ル

タ
イ

ム
授

業
方

式
、

合
計

１
２

ヶ
月

間
で

実
施

す
る

-
座

学
期

間
は

６
ヶ

月
間

（
１

０
０

８
時

間
）

-
実

務
修

習
は

４
ヶ

月
間

（
６

７
２

時
間

）
-
試

験
、

レ
ポ

ー
ト

の
起

案
、

復
習

、
休

暇
、

見
学

及
び

活
動

等
２

ヶ
月

間
（

３
３

６
時

間
）

授
業

時
間

の
計

算
に

つ
い

て
-
１

ヶ
月

に
２

１
日

程
度

、
一

年
間

に
は

２
５

２
日

（
土

日
１

０
３

日
間

、
正

月
、

建
国

記
念

日
及

び
そ

の
他

の
祝

日
計

１
０

日
間

を
含

ま
な

い
）

-
１

週
間

に
５

日
間

（
月

～
金

曜
日

）（
４

０
時

間
）

-
１

日
に

勉
強

す
る

時
間

は
８

時
間

-
授

業
一

コ
マ

は
５

０
分

フ
ル

タ
イ

ム
方

式
授

業
、

合
計

１
２

ヶ
月

間
（

１
年

間
）

で
実

施
す

る
-
理

論
勉

強
は

５
ヶ

月
間

、
実

務
修

習
は

６
ヶ

月
間

、
そ

し
て

復
習

、
レ

ポ
ー

ト
の

起
案

及
び

活
動

等
１

ヶ
月

間
-
月

に
４

週
間

-
１

週
間

に
５

日
間

（
月

～
金

曜
日

）
-
１

日
に

８
時

間
-
授

業
一

コ
マ

は
５

０
分

9
科
目
の
分
類

科
目

の
分

類
及

び
時

間
数

に
つ

い
て

1.
基

礎
的

理
論

科
目

：
２

８
８

時
間

；
2.

専
門

科
目

：
７

２
０

時
間

3.
実

務
修

習
：

６
７

２
時

間
4.

試
験

及
び

レ
ポ

ー
ト

起
案

：
３

３
６

時
間

合
計

：
２

０
１

６
時

間
（

６
－

４
－

２
）

科
目

の
分

類
に

つ
い

て
-
基

礎
的

技
術

科
目

：
６

４
時

間
（

４
単

位
）

-
裁

判
官

職
務

の
技

術
科

目
：

２
８

０
時

間
（

１
７

.５
単

位
）

-
検

察
官

職
務

の
技

術
科

目
：

２
８

０
時

間
（

１
７

.５
単

位
）

-
弁

護
士

職
務

の
技

術
科

目
：

２
８

０
時

間
（

１
７

.５
単

位
）

合
計

：
９

０
４

時
間

（
５

６
.５

単
位

）

-
実

務
修

習
　

６
ヶ

月
間

（
裁

判
所

２
ヶ

月
半

、
検

察
院

２
ヶ

月
及

び
弁

護
士

会
１

ヶ
月

半
）
（

５
－

６
－

１
）

※
本

誌
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載
用

に
形

式
に

修
正
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加
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内
容

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
３

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
４

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
１

授
業
の
実
施

フ
ル

タ
イ

ム
方

式
授

業
、

合
計

１
２

ヶ
月

間
（

１
年

間
）

で
実

施
す

る

-
月

に
４

週
間

-
１

週
間

に
５

日
間

（
月

～
金

曜
日

）
-
１

日
に

７
時

間
-
授

業
一

コ
マ

は
５

０
分

フ
ル

タ
イ

ム
方

式
授

業
、

合
計

１
２

ヶ
月

間
（

１
年

間
）

で
実

施
す

る

-
月

に
４

週
間

-
１

週
間

に
５

日
間

（
月

～
金

曜
日

）
-
１

日
に

７
時

間
-
授

業
一

コ
マ

は
５

０
分

科
目
の
分
類

一
般

知
識

系
科

目
（

４
単

位
）

専
門

基
礎

系
科

目
（

１
２

単
位

）
選

択
系

科
目

（
２

単
位

）
模

擬
裁

判
（

２
単

位
）

実
務

修
習

（
２

単
位

）（
裁

判
所

２
ヶ

月
、

検
察

院
２

ヶ
月

及
び

弁
護

士
会

２
ヶ

月
）

レ
ポ

ー
ト

起
案

（
２

単
位

）
合

計
：

２
４

単
位

理
論

の
１

単
位

（
１

６
時

間
）

実
習

の
１

単
位

（
３

２
－

４
８

時
間

）
実

務
修

習
の

１
単

位
（

４
８

－
９

６
時

間
）

一
般

知
識

系
科

目
（

４
単

位
）

専
門

基
礎

系
科

目
（

１
２

単
位

）
選

択
系

科
目

（
２

単
位

）
模

擬
裁

判
（

２
単

位
）

実
務

修
習

（
２

単
位

）（
裁

判
所

２
ヶ

月
、

検
察

院
２

ヶ
月

及
び

弁
護

士
会

２
ヶ

月
）

レ
ポ

ー
ト

起
案

（
２

単
位

）
合

計
：

２
４

単
位

理
論

の
１

単
位

（
１

６
時

間
）

実
習

の
１

単
位

（
３

２
－

４
８

時
間

）
実

務
修

習
の

１
単

位
（

４
８

－
９

６
時

間
）

※
本

誌
掲

載
用

に
形

式
に

修
正

を
加

え
た
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順
番

内
容

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
１

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
２

10
科
目
の
詳
細

基
礎

的
理

論
科

目
（

２
８

８
時

間
）

1.
司

法
職

員
の

政
治

倫
理

及
び

革
命

信
念

2.
司

法
職

務
（

法
曹

）
倫

理

3.
検

察
官

職
務

4.
裁

判
官

職
務

5.
弁

護
士

職
務

6.
職

務
遂

行
に

お
け

る
裁

判
官

、
検

察
官

及
び

弁
護

士
の

連
携

7.
刑

事
事

件
手

続
き

8.
民

事
事

件
手

続
き

9.
少

年
事

件
手

続
き

10
.
司

法
分

野
に

お
け

る
国

際
協

力

専
門

科
目

（
７

２
０

時
間

）

民
事

系
科

目

1.
民

事
事

件
手

続
き

2.
民

事
事

件
に

お
け

る
弁

護
士

の
書

類
の

起
案

術

3.
調

停
術

4.
民

事
事

件
に

お
け

る
意

見
陳

述
書

及
び

命
令

に
つ

い
て

／
検

察
院

、
裁

判
所

、
弁

護
士

5.
民

事
事

件
に

お
け

る
事

情
聴

取
（

取
調

べ
）

技
術

6.
民

事
事

件
に

お
け

る
弁

護
術

7.
民

事
事

件
フ

ァ
イ

ル
の

検
討

8.
民

事
裁

判
に

関
す

る
技

術

9.
民

事
判

決
起

案
術

10
.
民

事
事

件
に

お
け

る
弁

護
士

の
法

律
相

談
の

技
術

11
.
民

事
事

件
に

お
け

る
検

察
院

の
監

査
及

び
民

事
判

決
の

執
行

業
務

基
礎

技
術

の
科

目

1.
政

治
倫

理
及

び
革

命
信

念

2.
司

法
職

務
（

法
曹

）
倫

理

3.
裁

判
官

、
検

察
官

及
び

弁
護

士
の

連
携

4.
司

法
分

野
に

お
け

る
国

際
協

力

裁
判

官
職

務
技

術
の

科
目

1.
裁

判
官

職
務

2.
裁

判
官

に
よ

る
事

件
手

続
き

の
進

行

3.
裁

判
官

の
事

件
フ

ァ
イ

ル
検

討
技

術

4.
裁

判
官

の
証

拠
収

集
、

証
拠

の
評

価
技

術

5.
裁

判
官

の
調

停
術

6.
裁

判
官

の
公

判
技

術

7.
裁

判
所

の
書

類
及

び
決

定
書

の
起

案
術

検
察

官
職

務
技

術
の

科
目

1.
検

察
官

職
務

及
び

一
般

監
査

2.
少

年
事

件
手

続
き

3.
検

察
官

の
刑

事
事

件
手

続
き

の
進

行
技

術

4.
検

察
官

の
事

情
聴

取
・

取
調

べ
術

5.
犯

罪
の

構
成

要
件

分
析

、
犯

罪
の

特
定

及
び

公
訴

提
起

6.
検

察
官

の
刑

事
事

件
フ

ァ
イ

ル
検

討
術

7.
刑

事
事

件
に

お
け

る
各

種
の

令
状

及
び

意
見

陳
述

書
の

起
案

8.
民

事
事

件
の

事
件

フ
ァ

イ
ル

検
討

及
び

意
見

陳
述

書
起

案

※
本

誌
掲

載
用

に
形

式
に

修
正

を
加

え
た
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内
容

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
３

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
４

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
１

科
目
の
詳
細

一
般

知
識

系
科

目
：

1.
司

法
職

務
（

法
曹

）
倫

理
、

政
治

倫
理

及
び

革
命

信
念

2.
司

法
分

野
に

お
け

る
国

際
協

力
、

裁
判

官
、

検
察

官
及

び
弁

護
士

の
連

携

専
門

基
礎

系
科

目
：

　

1.
刑

事
事

件
に

お
け

る
検

察
官

の
技

術

2.
刑

事
事

件
に

お
け

る
弁

護
士

の
技

術

3.
刑

事
事

件
に

お
け

る
裁

判
官

の
技

術

4.
民

事
事

件
に

お
け

る
弁

護
士

の
技

術

5.
裁

判
官

及
び

検
察

官
の

民
事

事
件

に
お

け
る

事
件

処
理

技
術

6.
法

律
相

談
技

術

選
択

系
科

目
：

1.
検

察
官

職
務

技
術

を
専

攻

2.
裁

判
官

職
務

技
術

を
専

攻

3.
弁

護
士

職
務

技
術

を
専

攻

一
般

知
識

系
科

目
：

1.
司

法
職

務
（

法
曹

）
倫

理
、

政
治

倫
理

及
び

革
命

信
念

2.
司

法
分

野
に

お
け

る
国

際
協

力
、

裁
判

官
、

検
察

官
及

び
弁

護
士

の
連

携

専
門

基
礎

系
科

目
：

1.
刑

事
事

件
に

お
け

る
検

察
官

の
技

術

2.
事

事
件

に
お

け
る

弁
護

士
の

技
術

3.
刑

事
事

件
に

お
け

る
裁

判
官

の
技

術

4.
民

事
事

件
に

お
け

る
弁

護
士

の
技

術

5.
裁

判
官

及
び

検
察

官
の

民
事

事
件

に
お

け
る

事
件

処
理

技
術

6.
法

律
相

談
技

術

選
択

系
科

目
：

1.
検

察
官

職
務

技
術

を
専

攻

2.
裁

判
官

職
務

技
術

を
専

攻

3.
弁

護
士

職
務

技
術

を
専

攻

※
本

誌
掲

載
用

に
形

式
に

修
正

を
加

え
た
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順
番

内
容

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
１

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
２

11
科
目
の
詳
細

刑
事

系
科

目

1.
刑

事
事

件
手

続
き

2.
少

年
事

件
手

続
き

3.
刑

事
の

事
件

フ
ァ

イ
ル

検
討

／
検

察
院

・
裁

判
所

4.
刑

事
事

件
に

お
け

る
捜

査
及

び
取

調
べ

術

5.
犯

罪
の

構
成

要
件

の
分

析
及

び
犯

罪
の

特
定

6.
刑

事
事

件
に

お
け

る
弁

護
術

7.
刑

事
事

件
に

お
け

る
意

見
陳

述
書

及
び

令
状

の
起

案
術

8.
公

訴
提

起

9.
刑

事
裁

判
に

関
す

る
技

術

10
.
刑

事
事

件
に

お
け

る
法

律
相

談
技

術

11
.
刑

事
事

件
の

判
決

起
案

術

12
.
刑

事
事

件
に

お
け

る
検

察
院

に
よ

る
一

般
監

査
及

び
刑

事
判

決
の

執
行

実
務

修
習

（
６

７
２

時
間

）

試
験

及
び

レ
ポ

ー
ト

起
案

（
３

３
６

時
間

）

弁
護

士
職

務
技

術
の

科
目

1.
弁

護
士

職
務

2.
弁

護
士

の
弁

護
技

術

3.
弁

護
士

の
事

件
フ

ァ
イ

ル
検

討
術

4.
弁

護
士

の
相

談
術

5.
弁

護
士

の
書

類
の

起
案

術

6.
弁

護
士

の
事

件
手

続
き

の
参

加
技

術

7.
法

律
事

務
所

8.
法

的
無

償
援

助

※
本

誌
掲

載
用

に
形

式
に

修
正

を
加

え
た
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順
番

内
容

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
１

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
２

12
教
育
の
評
価

及
び
修
了

各
科

目
に

お
け

る
評

価
方

法
は

パ
ー

セ
ン

テ
ー

ジ
で

付
け

ら
れ

る
。

具
体

的
に

は
以

下
の

通
り

で
あ

る
：

-
修

習
生

の
授

業
参

加
の

態
度

が
３

０
％

；

-
各

授
業

の
最

終
回

に
行

わ
れ

る
期

末
テ

ス
ト

と
修

了
試

験
が

６
０

％
；

-
出

席
が

１
０

％
、

こ
れ

は
担

当
教

官
及

び
学

科
の

委
員

会
が

評
価

す
る

。

全
科

目
の

平
均

点
数

が
５

０
％

以
上

の
成

績
を

獲
得

し
、

良
い

態
度

、
修

習
生

の
規

則
を

き
ち

ん
と

守
っ

て
い

る
こ

と
、
教

育
に

関
す

る
義

務
の

履
行

を
完

了
す

る
こ

と
、

修
習

期
間

中
に

故
意

に
よ

る
犯

罪
で

刑
事

続
き

に
付

さ
れ

な
い

こ
と

等
で

修
習

過
程

を
完

了
す

る
と

認
め

ら
れ

る
。

そ
し

て
、

司
法

職
務

（
法

曹
）

養
成

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

の
修

了
証

書
が

付
与

さ
れ

る
。

修
了

試
験

で
１

位
か

ら
５

０
位

ま
で

の
修

習
生

に
は

司
法

職
務

（
裁

判
官

、
検

察
官

及
び

弁
護

士
）

の
中

か
ら

優
先

的
に

選
ぶ

こ
と

が
で

き
る

。

５
１

位
か

ら
１

０
０

位
ま

で
の

修
習

生
は

そ
の

第
二

の
優

先
順

位
と

し
、

１
０

１
位

か
ら

１
５

０
位

の
修

習
生

に
は

最
後

に
職

務
を

選
ぶ

こ
と

に
な

る
。

修
習

過
程

を
修

了
す

る
に

は
、

修
習

生
が

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

時
間

数
の

全
部

を
満

た
さ

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
そ

し
て

、
累

計
平

均
成

績
は

７
０

点
又

は
Ｃ

グ
レ

ー
ド

以
上

で
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

の
時

間
数

の
８

０
％

以
下

出
席

し
た

こ
と

及
び

累
計

平
均

成
績

が

６
０

点
以

下
又

は
グ

レ
ー

ド
Ｄ

＋
を

持
つ

者
は

修
了

し
な

い
と

み
な

す
。

各
期

に
は

各
科

目
の

授
業

に
お

い
て

評
価

が
行

わ
れ

る
。

具
体

的
に

、
評

価
方

法
は

２
つ

の
方

式
が

あ
る

。
ま

ず
、

授
業

の
進

行
中

に
継

続
的

な
小

テ
ス

ト
方

式
、

修
習

生
の

授
業

参
加

（
発

言
等

）
態

度
、

各
授

業
の

最
終

回
で

行
わ

れ
る

期
末

試
験

。

各
授

業
の

点
数

に
つ

い
て

は
パ

ー
セ

ン
テ

ー
ジ

で
付

け
て

い
る

。
な

お
、

継
続

的

な
小

テ
ス

ト
３

０
％

、
授

業
の

参
加

態
度

の
点

数
１

０
％

、
授

業
最

終
回

の
試

験

６
０

％
で

あ
る

。
こ

れ
に

つ
い

て
は

教
官

と
学

科
の

幹
部

が
評

価
す

る
。

※
本

誌
掲

載
用

に
形

式
に

修
正

を
加

え
た
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内
容

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
３

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
４

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
１

教
育
の
評
価

及
び
修
了

修
習

過
程

を
修

了
す

る
に

は
、

修
習

生
が

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

時
間

数
の

全
部

を
満

た
さ

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
そ

し
て

、
累

計
平

均
成

績
は

７
０

点
又

は
Ｃ

グ
レ

ー
ド

以
上

で
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

の
時

間
数

の
８

０
％

以
下

出
席

し
た

こ
と

及
び

累
計

平
均

成
績

が
６

０
点

以
下

又
は

グ
レ

ー
ド

Ｄ
＋

を
持

つ
者

は
修

了
し

な
い

と
み

な
す

。

各
期

に
は

各
科

目
の

授
業

に
お

い
て

評
価

が
行

わ
れ

る
。

具
体

的
に

、
評

価
方

法
は

２
つ

の
方

式
が

あ
る

。
ま

ず
、

授
業

の
進

行
中

に
継

続
的

な
小

テ
ス

ト
方

式
、

修
習

生
の

授
業

参
加

（
発

言
等

）
態

度
、

各
授

業
の

最
終

回
で

行
わ

れ
る

期
末

試
験

。

各
授

業
の

点
数

に
つ

い
て

は
パ

ー
セ

ン
テ

ー
ジ

で
付

け
て

い

る
。

な
お

、
継

続
的

な
小

テ
ス

ト
３

０
％

、
授

業
の

参
加

態
度

の
点

数
１

０
％

、
授

業
最

終
回

の
試

験
６

０
％

で
あ

る
。

こ
れ

に
つ

い
て

は
教

官
と

学
科

の
幹

部
が

評
価

す
る

。

修
習

過
程

を
修

了
す

る
に

は
、

修
習

生
が

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

時
間

数
の

全
部

を
満

た
さ

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
そ

し
て

、
累

計
平

均
成

績
は

７
０

点
又

は
Ｃ

グ
レ

ー
ド

以
上

で
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

の
時

間
数

の
８

０
％

以
下

出
席

し
た

こ
と

及
び

累
計

平
均

成
績

が
６

０
点

以
下

又
は

グ
レ

ー
ド

Ｄ
＋

を
持

つ
者

は
修

了
し

な
い

と
み

な
す

。

各
期

に
は

各
科

目
の

授
業

に
お

い
て

評
価

が
行

わ
れ

る
。

具
体

的
に

、
評

価
方

法
は

２
つ

の
方

式
が

あ
る

。
ま

ず
、

授
業

の
進

行
中

に
継

続
的

な
小

テ
ス

ト
方

式
、

修
習

生
の

授
業

参
加

（
発

言
等

）
態

度
、

各
授

業
の

最
終

回
で

行
わ

れ
る

期
末

試
験

。

各
授

業
の

点
数

に
つ

い
て

は
パ

ー
セ

ン
テ

ー
ジ

で
付

け
て

い

る
。

な
お

、
継

続
的

な
小

テ
ス

ト
３

０
％

、
授

業
の

参
加

態
度

の
点

数
１

０
％

、
授

業
最

終
回

の
試

験
６

０
％

で
あ

る
。

こ
れ

に
つ

い
て

は
教

官
と

学
科

の
幹

部
が

評
価

す
る

。

※
本

誌
掲

載
用

に
形

式
に

修
正

を
加

え
た
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NI
J 学

生
数

（
２

０
１

９
年

４
月

ま
で

）
20
14
-2
01
5

20
15
-2
01
6

20
17
-2
01
8

20
18
-2
01
9

20
19
-2
02
0

20
20
-2
02
1

20
21
-2
02
2

第
一
期

第
二
期

第
三
期

第
四
期

第
五
期

第
六
期

第
七
期

受
験
者
数

19
2

29
1

34
1

27
4

46

合
格
者
数

14
6

20
0

17
5

14
6

41
（
女
性

10
）

43
（
女
性

20
）

29

新
入
生

0
0

0
0

0

卒
業
者
数
（
合
計
）

12
5（

女
性

31
）

17
0（

女
性

59
）

15
1（

女
性
 5
1）

11
3（

女
性

39
）

36
（
女
性
 9
）

1）
裁
判
官

38
（
女
性

6）
34
（
女
性

12
）

1（
女
性
 0
）

-
-

2）
検
察
官

2
1

2
-

-

3）
弁
護
士

21
（
女
性

4）
15
（
女
性
 3
）

20
（
女
性
 4
）

-
-

4）
そ
の
他
、
見
習
弁
護
士

5（
女
性

1）
13
（
女
性

3）
20
（
女
性

4）

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
１

使
用

6-
4-
2

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
１

使
用

6-
4-
2

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
２

使
用

5-
6-
1

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
２

使
用

5-
6-
1

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
２

使
用

5-
6-
1

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
２

使
用

5-
6-
1

教
育
・

ス
ポ

ー
ツ

省

が
２

０
２

１
年

に
承

認
し

た
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
３
使
用

20
14

20
14

20
17

20
17

20
17

20
17

20
18

卒
業
者
数
の
減
少
理
由
は
中
退

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
改
正
の
タ
イ
ミ
ン
グ
は
各
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
に
定
め
ら
れ
て
い
る
。

第
１
回
目
の
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
改
正
の
理
由
は
理
論
勉
強
と
実
務
修
習
の
割
合
を
調
整
す
る
た
め
で
あ
る
。

２
０
２
１
年
に
教
育
・
ス
ポ
ー
ツ
省
が
承
認
し
た
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
３
は
基
本
的
に
２
０
１
７
年
の
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
２
と
似
て
い
る
。

添付資料２
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